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イギリス公営住宅政策の形成と

住宅経済の発展

一一1919年住宅諸法士中心として一一

藤原一哉

I 問題の所在

人間と社会の生産と再生産に欠かすことのできないものとして，衣・食・住

の三つが挙げられる。多〈の生計費研究や「貧困線」の研究，さらには，ナシ

ョナノレ・ミニマムの研究はー住宅の質と価格，それが労働者や住民の生活状態

に与える影響を重視し， とりわけ、資本の蓄積と住宅の水準がしばしば逆比例

することを指摘してきた[)。それ故に，労働組合運動の形成，発展や都市改良運

動の発展とともに，住宅政策や公営住宅政策は資本主義諸国の社会政策や都市

政策にとって欠〈ことのできない位置を占めるようになる九そして，このよう

な政策が最も早くから注目され，展開されたのは，資本主義の祖国，イギリス

であった。

小論では，イギリス公営住宅政策の起源，その時点での労働者向け住宅供給

の主体，さらには，その費用白負担関係はどのようなものかを明 bかにしたし、。

この作業を通じて，住宅政策の先進国という評価を受けてきたイギリスの実像

に迫るとともに，資本制国家の経済政策や社会政策の性格もあわせて考察する。

社会の隅々まで商品経済化が進むなかで，住宅の供給においても商品生産の

原理が絶えず台頭して〈る。そこで住宅を経済財として見ることもできるわけ

0 さしあたり，柴田徳浦「現代都市論J1967年， 230-247ベ一九

2) 本間義人は. i勤労者の住宅要求こそ住宅政策改草の基礎である」と指摘する。本間「現代都
市住宅政策"J19田年，第5章。
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であるが，住宅の需要者は，商民経済の原理にまかせておいても住宅を購入し

うる階層と個人負担では住宅を獲得しえない階層とに分かれるのが普通である。

そこで，後者の住宅保障について，公的部門はいかに介入するかが問題となろ

o
 

h

つ

資本蓄積がもたらす社会問題のーっとしての住宅問題に対して，イギリスで

は19世紀の産業平命に引続く都市問題の激化という事態の中で，地方当局を中

心とする公的部門の住宅政策や保健衛生政策が開始された。わが国における研

究では， これらの諸政策は当時の「自由主義国家」の国家介入の一例として広

く取り上げられているへまた， 両大戦闘期の住宅を中心とする「社会的共同

消費手段」への公共投資と第二次大戦後四労働党政権の雇用対策や社会福祉政

策とを結びつけて，イギリスをアメリカや日本とは異なる型の資本主義的公共

投資政策の国と位置づける論者もある“。さらに， 今口の生活様式や意識構造

の激変を背景にした議論では，個人主義的消費を中心とするアメリカ的生活様

式がイギリスのそれと対上とされることもある九

これらの研究に対して，小論では次のような問題を提起してみたし、。上記の

諾論者は共通して，イギリスでは住宅問題の深刻化に対する方策土 Lて公営住

宅拡充政策が推進され，これが社会政策の一環としての公営住宅政策の一つの

モデノレとされている， という点を強調している。いわばアメリカ型の持家中心

主義に対するイギリス型の公営住宅中心主義という対比のなかで，イギリス住

宅政策を位置づけるという問題である。アメリカ型の持家政策の影響力が強い

日本において，公営住宅政策を評価する立場からイギ Fスを取り上げるという

こともしばしば行なわれてきたペしかしz このような対比が可能であるとは

3) 工場立法などに基づいた事業が政府機関に集中する点については，島恭彦「財政学概論J1963 

年>28-29ベージ。
4) 宵本憲一「現代資本主義正閏主主JJ981年， 2回一284ベージ。
5) 成瀬龍夫，独占資本主義と国民生活様式 1920年代における「アメ υヵ的生活様式」の成立と
その意書克 「彦阻論叢」第231号I 1985年3月， 72-、一九

6) Iイギリス町住宅は公共住宅によってナシaナル・ミニマムともいうべき基本的な住居水準を
確保したのであった。J早川和男「周本の住宅革命J1983年， 91へ γ 。
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言え，同時に，イギリユ¥ie宅政策においても r持家の推進」の傾向も顕著で

あるという点もまた事実なのである。

小論の対象を第一次大戦後のイギリス住宅政策に採ったのは，実は，わが国

ではあまり紹介されてし、ないが，イギリプ、では通説となっている一つの見方，

すなわち r両大戦間期の住宅政策は持家の推進を目ざしたものである」とい

う見解に触発され7に さらに今日の保守党政権の住宅政策のそデノレが大戦間期

にすでに形づくられていたことを知ったからであるヘ

司この問題とかかわって留意しなければならないことは，公営住宅と持家を単

純に二つに分割して凶式イじすることの危険性である。メレヅトらは持家につい

亡の研究においc.持家の内実が，家族構成，人種，社会階層，地域的特性等

にしたがって複雑であることを指摘しているω。公営住宅か持家かという構図

よりも，住宅経済の発展を踏まえた，生活様式の聞の選択の問題をより強〈意

識すべきであろう。公営住宅政策か持家政策かという政策論上の図式化に陥ら

ないためには，政策の背後にある住宅経済の発展に着目することが必要であるu

小論では，住宅の商品化の進展を踏まえて公営住宅政策合体系化してゆ〈場合，

どのような視点からの総合的アプローチが必要であるかを，公営住定政策の形

成期に焦点を合わせて検討してみたZヘ大戦間期以後の公営住宅政策の発展や

持家をめぐる独自の諸問題については，今後の課題とする。

II 第一次大戦後における住宅問題の経済と財政

第一次大戦前にもグレ ト・ブリテンの地方当局は労働者向け住宅を建築す

る権限を有していたが，規模は小さし国庫補助金も支出されていなかった。

大戦中は住宅の補修や建築が事実上停止し，住宅需要に比して供給は過少であ

7) 'M. Bowley， Hou.ci71g and the必ale1919-1944， 1945， p. 90 
8) S. Merrett， State housing in Britain， 1979， Part III. 
0) S. Mcrrctt with F. Gray， Owner-Occupation in Bη'tain， 1982， ch. 14 
10) 19世紀の住宅法の研究として，深沢和子，イギリスにおける公共住宅供給政策の生成ー1890年

労働者階級住宅t去り成立まだ . r阪南論華社会科学編」第18巻第4号I 1!:l83年。
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り，当時の政治関係者は戦後の住宅不足を危倶していた。例えば， 1915年にロ

イド・ジョージが導入した家賃統制法は，同年のグラスゴー軍需産業労働者を

中心とする「家賃ストライキ」を背景に持ち， 17年7月の産業不安に関する調

査委員会は，住宅事情が不安の主たる原因てあるから，住宅政策を発表すべき

旨を勧告している100

大戦前の労働者向け住宅は大半が民間借家であった。戦時中の資材価格の上

昇と資材の不足が民間借家家賃の高騰をもたら L，新たな借家建築が停止され

る一方で，家賃統制法も借家経営の収益性を脅やかし，件宅の新築に対する障

害となっていた山。

ユニーグな手法によって住宅経済を分析した 5 メ νットは， (ユ)土地， (2)住

宅建設， (3)金融， (4)住宅消費を強調した山。これらの四点は，住宅経済の問題

を検討するにあたってかなりの普遍性を持っと思われるので， これらの点を念

頭に置き守つつ第 次大戦後の住宅問題を検討しよう。さしあたり，検討の手が

かりとなる資料として， 1918年に刊行された「スコットランドにおける勤労者

住宅についての王立委員会報告書」山を挙げうる。それは，本報告を中心とす

る議論を経て， 1919年の国家住宅計画が立案されたからである。そこで， Iイ

ギりス公営住宅史の分岐点J15) において，住宅問題がどのようなものとして認

識されていたかを中心に本報告の検討を試みよう。

まず注目されるのは，第一次大戦中の経験を総括 L，戦後の労働者向け住宅

建築は民間建築業者によっ ζ担われ得ない乙とが強調され亡いる ιとである問。

それは，なによわも住宅資金の調達が戦後の高金利のもとでは民間企業にとっ

て困難となり，たとえ調達できても，労働者の資力をもってしては手の屈かな

11) 1在errett，Op. cit.， pp. 31-32 
12) D. G. H. & Mnrgarct Colc， Rents Rings and Houscs， 1923. 
13) Merrett， op. cit.， Part 11 
14) RepoTt 01 the Royal Commission on the HI四 sing01 the lndustrial pi噌 ula帥 n01 scωland， 

1918 Cd. 8731以佳， 'J告告においては「スコットランド委員会報告」と略記する。
15) Merrett， ot. cit.， p. 31 
16) Reporl， 1918 Cd. 8731， p. 292 
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い高家賃住宅とならざるをえないからである。

さらに，地価の水準の高さも住宅建築停止を招来した原因として指摘されて

いる。高い地価にワいては，多数派報告第22章と少数派報告第 1章で述べられ

ているが，まず多数派報告は次のように言う。 r土地価格が家賃に算入される

ので，地価は労働者階級コミュニティの住宅取得に関する最も重要な問題の一

つである。しかるに，土地投機が行なわれているo これは私企業の現代的形態

の非常に好ましくない特徴である。J17)

具体的に委員会はスコットランドの204のパラ(市町村〉に調査表を送付L，

人口規模ごとにその結果を分析している。まず. 50∞人以下のハラでは，人口

が停滞ないし減少しているので住宅用地の需要は小さい。しかし住宅用地は農

業的価値の 4倍ないし14倍に跳ね上ったので，労働者階級の支払う地代は，不

合理的にもきわめて高い水準にある。このような状況の下で，ある市長は強制

権限によって農業的価値かそれよりやや高めで用地取得したい旨の発言をして

L 、る。

5000人から 1万人のパラは前者と比較して産業が活発である。 ζ こでも住宅

用地l土農業的価値よりもかなり高価である。報告は，各バラの実情を述べてい

るが，共通していることは，住宅用地の投機を目的として土地が独占され，地

代が上昇するという問題である。その結果，総家賃に占める土地代の割合が，

8.51%から23.15%へと上昇した。このような農地から住宅地に転換する途端に

地価が16ないし20倍も上昇す吾という不正常な状態によっ亡 r都市と産業の

発展は非常に妨害されている」のである問、

さらに，高い地代は労働者にどのような影響を与えるであろうか。まず，労

働者は狭い宅地で満足せねばならず，居住水準の低下が生じる u また彼らは都

市部から遠く離れた所に住居を構主ねばならず，レイトも不公平に課せられ，

所得に占める住宅費の割合も大きくなる。 ζのような高地価に抗して，グラ旦

17) lbid.， pp. 234-235 
18) Ibid.. pp. 234-238. 
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ゴーでは，市当局が1891年価格で4696平方ヤードを取得し，貧者向け賃家を建

築している山。

このように，多数派報告では，住宅問題激化の原因を土地価格の高騰に求め，

それによって利益を得る勢力の存在を指摘している。それに比して少数派報告

は，大戦中の住宅経済の停滞をより広い視野から問題にしている。

同報告第ー草では，第一次大戦前からの住宅建築停止の原因について論じて

いる。それによれば， 1900~02年の建築ブームの反動で1910年ころ労働者住宅

の建築は停止した。大都市におけ'"その変化は第1表に読みとれる。住宅建築

の減少は建築労働者の減少にも反映している。 1901年には3自997人であったが，

11年にほ25537人となり，減少率は34.5%である。このように，通常の商業ベー

えでの小住宅供給は終鷲を迎えた。

第E衰 スコットヲンド大都市における住屯10日戸あた b建築工事中

戸数の変化と建築労働者四減少率

-11記司五両瓦両両議再雨量J器i塁
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注 Report01 the Royal CO附間ssionon the Housing 01 the lndustrial 

Population 0/ &otl回ld，1918 Cd. 8731. p. 357より作成。

少数派報告はその原因を八つに分けて論じている2ヘ第ーは，利子率の上昇

である。スコットランドでは借入金で住宅を建てにきた。 19此紀末には住宅融

資利率が 3ないし3.25%であったものがグラエベゴーでは1908年に3ないし3.75%，

12年に 4%へと上昇した。利子率が 1%上昇すれば， 建築費260ポ γ ドの住宅

の場合，家賃は週 1シリ Yグ上がるのである。なぜ金利が上昇したかについて

は，単純に資金不足に帰すことはできない。投資形態の変換が存在したのであ

19) Ibid.， p. 240 
20) Ibid.， pp. 358-368 
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る。例jえば!!'レインジマウ旦市では水道事業の資金調達を公共事業融資局か

らの借入れではなく，地方債発行で賄い，住宅建築へ向っていた資金が保証付

き一流証券である地方債に流れた。また，エジンパラやロンドンの保険会社そ

の他の貸し手は，資金を土地に固定することを欲しな〈むったという事実もあ

る。

第三は，建築コプ、トの騰貴である。労賃コストも膨れたが，資材費上昇のほ

うが影響したυ れんが建築の場合 ~Ä トの内訳が労賃39%，資材61%であり，

さらに平均上昇率は質賃10%に対L資材20%であったu また，建築資材製造業

者聞の談合も存在した'"。例えば，磁器のバスは大戦前 47s. 6 d であった

ものが， ドイツ企業との競争が消滅した大戦後には， 63 s. 1 d.へ正値上りし

ている。少数派報告は， r将来の建築コストは，部分的には製造業者の結合が

どの程度高い価格を維持Lうあかにかかってこよう」と指摘している。さらに，

鉄道独占による資材輸送コストの引き上げも問題であった。

報告は建築コ月ト騰貴の対策として次のことを勧告している。 (1)慎重で科学

的な計画， (2)1怪済的な資材の利用， (3)建具の標準化， (4)資材の協同購入， (5)資

材の卸価格と遠距離輸送費をなんらの方法で統制すること， という順番に配列

きれている。

住宅建築停止の第三の原因とされているのは，維持コ兄トの上昇，すなわち

住宅をしばしば破壊的に利用して居住する借家人の問題である。現代イギロス

公蛍住宅問題のーっとして，社会の底辺にいる人々，家族崩壊者，身心障害者，

移民などの住み方の問題十彼らに対する住教育の必要性が叫ばれているzヘぃ
〈ら近代的な住宅を作っても，入居者の住み方によってその住宅のもたらす便

益性は大きく異なるのである。本報告では， クヲイドバンク市の衛生視察官の

証言として， 1909年から 13年の家賃に対する市蛍住宅修雄費の割合が，平均

21) Cole， op. ci九 pp.48-52， A Former Ho山田gCommissioner. 刊 eHousing Question， 1922， 
pp. 92-94 

22) D. Donnison and C. Ungerson， Housing Policy， 1982， pp. 244-246， 大和田建太郎訳「あす
の住宅政策J1984年， 330-333ベージ。
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13.37%であったが 12ー 13年には 17%へと上昇したことを指摘している。そ

こで先ほどの五項目の勧告とは別に，最も重要な問題として，コミュニティに

おける居住水準の引きょげと改良住宅の使用方法を教育することの二点を挙げ

ている。

第四は，適切な家賃を保障することが困難なことである。例えば， グラスゴ

ーでは戦前り40年聞に家賃が25~30%上昇した。しかし，現在の家賃水準では，

重い建築コ月 lや修理コ月 Jを賄えな， 'ので，借家経営は困難に陥っているの

である。

第五は，地方税レイト負担の増加である。戦前期には小住宅に対するレイト

負担が増加したu 建築業者は建築中の住宅に窓を設置すると即座にレイト支払

いの義務を負うが，まだかなりの期聞にわたって家賃を徴収できないという問

題があった。そ ζで，ある大建築業者は，地方所得税の提案を支持した上で，

「住宅が過密で狭小であるのは，レイト負担が重い故である」と述べている。

そこで，報告ではサービスの国家的性格を理由に地方レイトの軽減が唱えられ

ている。また，多数派報告における一種のリージョナリズム提案(公衆衛生の

ために，課税評価額が低く，重いレイト負担となりやすい小規模の地方当局を

大きな地域にまとめるというもの〉を現在の課題から逸脱しているとし，追加

的補助金が一定の小規模貧困コミュニティに与えられるべきであると指摘して

し、るo

第六は，新しい税制Jによる将来負担の心配である。 1909年財政法が資産に対

する新たな負担を課L，相続税負担が増L，さらに 1915年家賃統制法の存在

もあって，住宅投資に不安定感が生じた。

住宅財を資本の利潤獲得動機に頼って供給，分配する政策り限界が露呈され，

大戦下の兵上中軍需産業労働者の運動は家賃統制を求め，さらに戦後再建期に

おいて，住宅への私的投資の限界性が利潤確保の困難と Lて現われたと言えよ

つ。

報告は，住宅投資に対する信頼回復のための手段として，財政法修豆による
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建築業者と小地主の負担軽減を挙げている。

住宅建築停止の第七の原因として，地方当局の建築政策が不安定なるが故に，

住宅建築から資金が引き揚げられてきたこと，さらに，第八の原因として，家

賃統制法の下で家賃が増額されないので，増大する建築費を賄えず，住宅水準

の向上要求に応えられないことが指摘されている。

多数派報告と少数派報告の住宅問題の原因分析を対比した結呆，次りような

結論が得られよう。

第 は，民間主体D労働者向け借家供給システムが，土地価格や建築資材価

格などの高騰によヮて家賃を高め，居住者の生活を根底から脅やかし，それ故，

地価高齢の原因である土地投機を抑制したり，安価に資材を供給Lうる制度の

確立が強〈求められたというと左である。家賃統制法は土地や資材の供給、ン

ステムにまで及ぼなければ実効性を持たない。このことは，低家賃住宅の建築

のための公共的規制や政策が体系的に必要とされるに至ったことを示しており，

住宅経済の発展を踏まえた新しい生活様式の必要性を示唆している。

第二は，財政，とりわけレイト負担の問題が住宅建設の拡充を困難にしてい

るということである。このことは，重いレイトを負担する住民が，総合的に地

域を見直し，レイト負担の代わりに快適な地域づくりを求め，地域における計

固化や土地利用計画などを要求せざるをえな〈なり， 自治体や固に新しい住宅

政策を求めるきっかけとなるであろう。

第一次大戦後，住宅供給を国家中心の公的部門によって保障せよという月ロ

ーガンが現われた。それは何よりも「英雄のための住宅J(Homes for heroes) 

というI践をとった。つまり，戦場から帰還した兵士とその家族に対して，健康

を維持しうる住宅を保障する乙とは，国家の責務であるという主張である。ロ

γ グ (Walte!'Long)地方政府庁長官は， 1916年 6月に連立政府の再建委員会

へ送ったメモの中で，この主張を背景に，国家補助金付き地方公営住宅を最初

に政府部内で提案した叩。この事実を念頭に置きつつ， 1919年住宅都市計画法

23) Merrett，暗 cit.，p. 32 
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の理念や法制定までの種々の議論について検討しよう。
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TTT 公営住宅政策の形成 主体と財源を中心と Lて一一

前節で検討した多数派報告では，第29章から第32章において， r住宅政策」

と題し，戦後のあるべき政策が論じ bれている。まず，住宅供給の主体と住宅

供給責任田所在についてー同報告は言う。 r問題の緊急性ゆえに国庫補助金が

必要であり，戦時内閣はそのような決定を行なった。その際，補助金対象から

私企業を排除すべきである。労働者向吋住宅の商業的供給が不可能な間は，国

家が直接に供給の責任を持たねはならない。具体的実施過程においては，地方

当局にまかせるべきである」却と。

ここで，当時の労働者向け住宅を供給する主体がほぼ出そろい，私企業，国，

地方当局の三者となった。 1919年法は同年の追加権限法など他の法律と 体に

なって実施されたので，これからの叙述においては， 19年法体系と呼ぶ。では，

この体系における三者の関係はどのようなものであろうか。私企業と言っても，

土地投機を主な利潤源泉とするような大企業25)から個人詰負いの家族的建築業

者まで多様であり.建築ギノレドも存在した。またョ地方当局も自ら直営労働組

織を有していた。前節で検討したように，戦後の労働者向け住宅供給を回復す

るためには，資金，労働力，建築資材，土地高価格，地方税レイト等の諸問題

を解決しなければならない。多数派報告は，地方公営住宅に対する国庫補助金

という住宅政策を提唱した。これをもってイギリ λにおける公営住宅政策の本

格的形成とされるわけであるが'"日上記の諸問題がどのように解決されようと

しているかについても十分な注意を払わねばな bない。

24) Repart， 1981 Cd. 8731， p. 293. 
L5) 現代イギリス住宅問題を住宅生産に視点を据えて分析したものに， M. BaU， Housing policy 

and economic po乱er，1983がある。

26) たんなるスラムクりアヲンスをめざす1890年住宅法と一般的住宅目的自ために地方当局に権限

が与えられる1919年法り比較については， Bowley， op. cit・.pp. 16-21を毒照のこと。また，両

大戦間期のイギリス公共事業において公共住宅坦建設が重要になった点については， 宮本意ー

「社会資本論」改訂版 1976牢， 53-56ベーシ。
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まず第ーに注目されることは，私企業の利益を擁護する側から公的機関によ
ゐ

る労働者住宅供給に対する批判が行なわれたことである。 i地方当局が住宅を

建築するならば，私企業はこの分野に参入できない」という主張，さらには公

営住宅における濫費の指摘などである2九これらの批判に多数派報告は次のよ

うに応える。

「スコットランドでは" 1890年から19日年にかけ亡公的機関は3454戸の労働

者住宅を建築したのみであり， しかも月ヲムクリアラ Y月に関するものがほと

んどである。 また， 私企業というのは， この場合「投機的建築業者J (spec 

ulative buider) のことであり，彼らは土地からあがる利益によって資金を調

達する結果，住宅建築密度が高くなる。これでは労働者の住宅事情は改善きれ

ない。その上，近年の利子率上昇のため，投機的建築業者は→地投機から利訴

を得るという金融シ九テムを継続できなくなっている。さらに，公営住宅のい

わゆる濫費は事実ではなL、。J29>

報告はこのように公営住宅を擁護するのであるが，かと言って，建築業者の

将来の活動を全面的に否定しているわけではない。 i私企業は投機的業者とし

て活動するよりも当局の事業の契約受注者となるほうが，巨大な仕事量を確保

でき，完全雇用にも寄与する」聞と指摘しているのである。

1919年住宅都市計画法成立までの政府内部の議論を振り返っても，私企業の

取り扱いは明確にされていない。すなわち， 19年法の中心たる国家補助金につ

いて z その原則よりも補助金の継続期間，規模，形態について議論された。継

続期間については，期限を切って豆ないし七年とする提案が行なわれたo この

ことは，住宅問題が戦争の影響を受けた，一時的なものと認識されていたこと

を物語るであろう。建築戸数は:;0ノゴ戸から100万戸まで幅があった。 また補助

金ω形態につい亡地方政府庁D意向としては，正常な建築コ λ!と戦後の異常

27) Returt， 1918 Cd. 8731， pp. 300-301 
28) IbuL， p， 301 
29) Ibz'd.> p. 301 
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なそれとの差額にする ζ と等が論じられた'"'。

これらの議論から窺われるように，政府当局者の戦後住宅問題に対する姿勢

は応急対策的で，非系統的であったとも言えるであろう。なによりも，住宅問

題を戦後の異常な事態がもたらしたものとして，数年経過すれば私企業が労働

者向け住宅供給を行なうと想定している点が特徴的である。多数派報告では，

高い土地価格や投機的建築業者に言及されているが，公営住宅政策がどのよう

に戦前の住宅供給制度を改善するのかについて，詳しくは展開してレな，'。た

だ，私企業を地方当局の住宅事業の契約受注者として育てようという政策だけ

は指摘している。この政策を労働者向け住宅問題解決のための方策とするので

あれば，地方公営住宅の建築計画策定過程や生産過程，家賃設定，資金計両，

入居者選定等について，住宅を必要とする人々のニーズが反映されなければな

らない。住宅ニ ズは単に公営件宅入屑者のみに関係があるの百はなく，地域

の近隣一体性や共同性の回復を含む，住民全体にかかわる事項であるとすべき

であろう。公営住宅政策はこのようなニーズを発見し，組織することについて

も，広い視野からの検討が望まれると言えよう。このような視点から1919年法

体系を検討してみよう。

IV 1919年住宅法体系の問題点

1918年11月に総選挙が行なわれ，連立政府が誕生した。その住宅に関する公

約は，三年間で地方当局と住宅組合運動 (housingaSSQ口 ationrnovemenのを

通じて， 50万戸の労働者住宅を供給するというものであった。この住宅は「共

雄のための住宅」と乎ばれ，復員兵とその家族向けとされた。しかし，公営住

宅に対する地方当局の熱意と計画の到達段階は非常に低調であった。住宅行政

に責任を持つ地方政府庁の長官ゲデス(A.Geddes) が内閣に報告 Lたところ

によればヲ 1806の地方当局のうち， 400のみが住宅計画戸数を計算し，その総

30) Merrett，中 cit.，p. 33 
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数はわず古か3に1叩0万戸というのであつたa汎叫"

この事態態、を改善するため. 19年 1月に新長官となったアディソ γ(Addi四 n)

は 3月に住宅に関する法案を提出し 7月に同法案が議会を通過し，ここに

1919年住宅都市計画法が成立した。その一か月前に地方政府庁は廃止きれ，新

設の保健省に住宅を含む業務が移管された。

さて，同法はいかなる内容であったか32)。まず.イングラ γ ドとウェ ノレズ

が11のりージョ γに分割され，それぞれに住宅委員が任命された。また，住宅

マニュアルがイングランドとスコットランドりために出版された。さらに，地

方公営住宅の財政的欠陥を圏庫から補填するために，住宅建築やスラムクリア

ヲ Yスの「損失J(1oss)について，地方当局が課税標準1ポ yドーあたり 1ペニ

ー (apenny rate) 負担し，残りを国税〔同x) から支払うと規定している。

同法の主な内容を列挙する。(1)1800にのぼる地方当局は，必要住宅数量の建

築計画を法成守:から三か月以内に用意L.保健相:から計画の延期が認められな

いかぎり， 1922年までに完遂すること。 (2)地方当局に強制的土地購入権を与え

る。これは，住宅用地を確保するためのみならず，住宅団地の全体としての付

属施設，例えば庭園， リグリエ-...:，ノョン場，教会，作業場等の用地確保のため

でもある。 (3)住宅を購入したり，改造したりする権限を地方当局に与える。 (4)

スラム住宅所有者への補償は，整地された地所としての価値に限定される。地

所の使用が住宅の再建築に限定されるのであれば，補償価値は減少する。 (5)地

方当局は条例を設け，住宅にjjlJの借家人が居住して過密になるという事態を防

巴各家族に適切な住宅を保障することができる。 (6)条例を緩和して，保健相

が承認した計画や設計明細書に基づき，建物や道路建設に便宜を図る。 (7)スラ

ム住宅の除去や新しい住宅の供給を地万当局が実施しない場合には，保健省あ

るいは県当局 (county)に実施権限を与える。 (8)県当局は自らの職員のための

住宅建築ができる。 (9)公益事業組合 (public山 litysocieties) を長助するた

31) Ibid.， pp. 34-::15. 

32) 19年住宅法の内容については， F. E. Fremantle， The Ho町 ing01 the Nation， 1927 を参照
した。
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めに，建築費の75%までを50年間にわたって融資できるようにする。その元利

払い額の30~百を毎年補助する。側 2 万人以上のすべての都市は， 1926年 1月ま

でに都市計画を承認すること。

小論で検討してきた凡コットラ Y ド委員会の多数派報告では，国家の住宅建

築補助金が地方当局に与えられるべきであるとされていたo そして，土地投機

を主な利潤源泉とする私的建築業者を好ましい方向に転換させるために，地方

当局の契約受注者となるよう誘導すべきであるとも述べられてし、た。しかし，

少数派報告では，地方当局りみに住宅供給をまかせるのではなし公益事業組

合や私企業の活用が提唱された叩。このように，住宅不足と過密不衛生住宅の

累積から招来された住宅問題の激化が著しかった第一次大戦末期においても，

戦前の住宅供給の大半を担っていた私企業の実力を考慮する動きが存在したの

である。例えば， 18年11月に成立したロイド・ジョージ連立内閣は=::i:下問で50

万戸の住宅建築を公約しており，そのためには資材や労働力に対する一定の規

制をして，労倒者向け住宅建築を優先させねばならないはずであった古え同年

12月初日に建築業者の免許制を廃止したのであった。

住宅法制の面では， 19年法に引き続き， 19年住宅〔追加権R防法が成立した。

その内容は以下の主点にまとめられよう山。 (1)私企業にも一戸あたり 130ない

し160ポンドの補助金を与える。対象住宅は広さが1400平方フィ ト以下で，

売家貸家にかかわらず12か月以内に建築を開始されたものo (2)地方当局が 5ポ

ンドを上限とする地方債を発行して資金集めをすることを認める。期間は二年

以上で利子率は大蔵省が指定。 (3)人間が住むに適した住宅の取り壊しは二年間

禁止コ但)もし住宅建築のための労働力や資材の供給に支障が出れば，あまり重

要ではない他の建築の差し止め権限を地方当局が有する。期間は二年間。 (5)田

3め 少数派報告はその「序言」で多数派報告と白違いを次のように述べる。 r多数由民報告は，住宅
についての責任の多〈を地方当局に付しているが，地方当局は多〈の按雑で困難な役目を負って
いるので，そり缶務を一定の特別なものに限定して，住宅供給については協同的性格の企業予想
を追求すべきである。また，正常時の住宅政策人 4片宅供給D遅れを固榎するという緊急時の
住宅政策とを区別すべきであるoJReport. 1918 Cd. 8731， p. 355. 

34) Fr-emantle，οp. ，合
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園都市，郊外，村落の都市計画のための土地を地方当局あるいは認可された機

関に取得や移転させる権限を保健相が持つ。

このような追加権限法のねらいはどこにあるか，同法案の審議過程に注目し

てみよう。まず，私企業にも補助金を与えることについて，アディソン保健相

は l私的建築業者は，地方当局よりも 25%安価に住宅を建てることができる」

と述べた。そり理由として，地方当局は公金を使っているりで，同じ価値目住

宅が求められるのに対して，私的建築業者は細部まて同じっくりを要求されな

いことが挙げられている。また. 19年法成立(7月〉から四か月経過したが，

「地方当局は予期したほど住宅を建てることができていないので，私企業に仕

事を回すべきである.J とも述べているお〉。

しかし， トムソン (T.Thomson) 議員が反論しているように. 19年法は地

方当局の住宅供給について，三か月経過して建築に着手されない場合，保健省

が肩代りすると規定していたが，政府はこれを拒絶したのであった加。

もちろん，建築コストが高すぎて，労働者には到底負担しえない家賃が設定

される問題など. 19年法が制定されて，すべての住宅問題が解決するという性

質のものではないであろう。しかし，スコットランド委員会報告などで，あれ

ほど非難してきた投機的建築業者に補助金を与えることを提案する前に，政府

としてなしうることは何もなかったのであろうか。例えば，建築資材の独占的

な価格を規制することなどが考えられる。 トラスト委員会の報告によれば，建

築資材の60%が複合体すなわち独占体のコントローノレ下にあったのであるm。

19年法が本格的な公営住宅政策の端初であったとしても，同年の追加権限法も

含めて評価すれば，やはり資本主義経済における住宅政策として，公的な組織

によって住民のニーズに応えつつ，同時に私企業の利潤獲得の機会を提供し，

財政資金を節約しながら住民の自己資金，つまり自助努力を挺子に住民負担に

土り多くを求めるという側面も無視しえないu また，地方債の規定についてみ

35) British P町 liamentryDebates， House of Commons 1919 Vol. 122， 960-961. 
36) Ibid.. 971 

37) 恥1errett，噌 cit.，p. 36 
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ると，地方公営住宅は国庫からの資金に全面的に頼るのではなし地方自らが

資金の借入者となり，国庫は借入金の利子補給をするにとどめている38)。この

ような条件の下では，敗政事情の苦しい地方当局は住宅計画策定に積極的にな

れず，公営住宅の家賃も一種の独立採算主義のため，真に住宅を必要とする人

々には高すぎる家賃の住宅を提供することとなりやすい。

もちろん，私企業に対する国庫補助金によって，住宅の最低水準を法的・行

政的に規制しうるという面もある山。要するに，法体系ゃ住宅五|画の運用を担

う機構も問題となるのであろう。この点も合め， 1919年住宅法掛か系に基づいた

7ディソン計画の総括を最後に試みる。

V 7ディソン計画の結果

アディソン計画の下で建築された住宅戸数は，地方当局，公益事業組合，私

企業の別に第2表のとおりであり ，1920年から26年までの累計で約21万戸にの

ぼった。この数字は連立政府の公約や調杏の結果必要とされた戸数よりもかな

第 2衰イングフンドとウェ ルズにおけるアティソン

計画下の住宅完成戸数

I-';--Ij~一元瓦市亨音声企訂一計 | 

記1-4:2;|12lK21J;;i|
1922 55，976 

1923 24，385 

1924 5，515 

1925 1，497 

1926 975 

1，754 I 18，135 I 106，165 
433 I 180 I 24，998 
10 5，525 

1，497 

975 

i計回，501 I 4，四 39，1間 213，232

注 F.E. Fremantle， The Housing 01 the Nation， 1927， p.l79 

38) 大蔵省白負担は試骨でほ 戸rっき年額13ポンドPさわたが 保健相は60ボジド色言明Lた.

A Former Housing Commissioner， op. cit.， p. 35 
39) Colc， op. cit.， p. 42 
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り少なし、'"。しかし住宅自体の質はかなり向上した。例えば， 85%の住宅が三

つの寝室を， 40~百がパ ラ を有する。すべての住宅が自前の台所.食器室，

便所を持ち，都市であれば水道，電気，風呂もついまた，レイアウトも改善

され，面積 lエーカーあたわ住宅戸数は12戸までで，道路とオープンスベース

を配置し住宅の正面は互いに60ブィ ト以上離れるHJo

このような近代的で便利のよい住宅が，それを必要とする人々に十分いきわ

たるだけ建築きれなかったのは，建築コ λ トの高騰が原因であるように見られ

やすレ。しかし，高い費用がかかり，それを家賃に反映したならば労働者は手

が出ず，労働者の払える家賃では住宅投資として採算がとれないという観点か

ら公営住宅が提唱きれた以上， しっかりとした財政的基盤があれば，必要kき

れる住宅は供給されたはずである。

住宅価格の上昇に関 Lて， コーノレは興味ある見解を示している。彼らはアデ

fソン計画の実際の運用面において，地方当局が私企業に頼り，直営労働組織

や建築ギルドを通じて建築したのはわずかであったと指摘している。私企業と

の契約においては，競争入札は不可能であり，価格が上昇した。また建築資材

費の上昇も影響を与えた。例えば， レγ ガの価格は西イングラ γ ドで千個あた

り，1914年29シリング， 18年 58s. 2 d.， 20年 81 s. 6 d.。鉄パイプはト γあ

たり， 14年 7ポンド， 18年14，5;， 20年23，5;。屋根の材料であるスレ トは21年

1月までに 3倍近くに値上りした。か〈てヲ資材価格は熟練労働者の賃金より

も上昇が急であった。戦前では一つの建物について資材費と人件費はほぼ等L

かったが，アディソ γ計画におけるその比は， 2 1となったのである。この

ような資材価格の高位固定化に大きな役割を果たしたのは，各種の業界団体で

あり，鋳鉄パイプ協会や下水パイフ町連盟などは，生壁苦l当や生産制限を行なっ

ていたm

40) イングランドとウ zールズの必要住宅戸数は， 1991年の調査によれば824，700戸， 21年の調査
では197，450戸であった。A.Sayle， The Houses of the Workers， 1924， p. 135 

41) Fremantle， 0少"九 p，38
42) Cole， op. cit.， pp. 43-54 
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住宅建築に関係する行政機構について，問題はなかったのであろうか。地方

当局は経費節約についての直接的誘因を持っていないが，保健省が支出につい

て議会に責任を負うので，地方財政に対して詳細な監督と精査を行ない，この

ことが地方当局にとって煩わしいので，その主導性と熱意を鈍らされた，とい

う指摘もなされた叫〉。

ここで戦後の経済状況について振り返っておこう。戦後のプ ムの後， 20年

1 月に不況が訪れ，生産水準が士低下し，失業率も 2~ぎから18%へと上昇1.-，

企業利潤は半分以下となフた。このような状況においては，アディソン計画の

下で大l闘に増え続ける住宅建築のための地方資本支出への風当りが厳しくなる

のは，ある意味で当然であった。 19年法の補助金は初年度に 2万 1千ポンドで

あったが， 24年度には795万 2千ポンドまで増額されたのである。 また， 21年

の炭鉱をめくる労働側の敗北もあって，公営住宅への批判は厳しさを増した。

例えば，国民経済についてのゲデス委員会 (SirEric Geddes委員長)は19年

法の実施を振り返り，計画の財政基盤を非難した。すなわち， これは60年間に

わたって国庫に巨大な負担を課すので，住宅は払い下げるべきであり，すべて

の住宅をコストの半分で売却すれば，国庫にとって年360万ポンドの節約にな

ると言うのである刷。

ついに， 1921年 7月14日，政府の住宅政策の合言葉であった「共雄のための

住宅」は取りやめられ，新たな補幼金政策は発表されなかった。この背景には，

初年夏頃より住宅価格が低下し，低家賃の労働者住宅が私企業によって供給さ

れる展望があったことが考えられるが，結局，後には巨大な住宅不足が残され

た。これらの状況は， 1923年の保守党内閣 (NevilleChamberlaln保健相〉の

新しい住宅法を生み出した。

以上のような1919年件宅法体系の創設と実施過程を，イギ日ス公営住宅政策

の本格的形成という観点からどのように評価したらよいであろうか。

43) Ibid.， p. 44， Fremantle，吋 cit.，p. .39 
44) Fremantle， ibid" p. 41 
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ウィノレディ γグは次のように述べている。 119年法は補助金を住宅政策の恒

久的な性格を形成する主要なものとするとともに，過密やアメニティについて

の労働者住宅の新たな水準を設定した。また，住宅計画が人々の関心の的とな

り，住宅問題についての真剣な学習が閣始され， 20年代とくに24年の労働党政

権下町住宅法に結実寸る」と 4.)。

小論では，戦後の労働者向付住宅の不足が誰の目にも明らかとなり，従来の

私企業による民間借家の供給が困難である時，住宅政策がどのように構想され，

実施されてきたかについて検討した。その構想の根本には，経済事情が正常化

されれば，私企業が労働者住宅を供給するとし寸暗黙の了解が存在したのでは

ないか，という疑問が残る。それ故，資材価格の公的規制，士地の強制的取得，

家賃の適正水準の設定，建築労働者の確保などが制度的に保障されたとしても

実行が伴わず，財政の効率化のみに政策当局の目が奪われた。このような状況

のもとで.経済事情は住宅問題の解決を容易には許さず，過密で不衛生な住宅

に高い家賃を払わねばならないという住宅貧乏は依然として存在した。

しかし， 19世紀からの労働者住宅に関する法制度や種々の住宅運動の一つの

結実となった19年法体系がともかく実施されたことによって，住宅問題に対す

る人々の関心が高まり，労働者や住民も自らの住宅要求を形成する傾向が芽ば

えたのは，確かである制。

イギリスにおいては両大戦間期に現代住宅政策の問題点の原型が生まれた

と言われている。このことは， 2C年代の保守・労働両政府の住宅政策の比較

検討と30年代の恐慌後における住宅投資およひ住宅金融組合 (buildingsocie 

tie;;)の発展の考察とを行なう ζ とによって明らかにされるであろう。よれら

は残された課題としたL、。

45) P. Wilding，“The Housing and Town Planning i¥ct HH9 ̂  Study 'In Making of Socia! 

Policy，" Journal 01 Social Policy， Vo1. 2 part. 4， Oct. 1973， pp. 332-334. 
46) μ ンドン労剛組合会識のカ マイケノレCCarmichael)民は， .1922年の苦働党大会U 議会D労働

党が政府に要求すべきこととンて.地方当局に長期同資を行なうこと，住宅供給は直嘗封働組織
か建築ギルドによること，資材価格統制法を制定することの三点を挙げている。 A間 ualRe止0"
01 the LabouT Party 19，宮2，p. 234 


